
       

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和２年度決算の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人教職員支援機構 

 

 

 

 

 

 

 



1

○端数処理の関係により、合計値と一致しない場合があります。

財 務 諸 表 （令 和 ２ 年 度） の 概 要
（単位：百万円）

一般管理費 115 

人件費 507

運営費交付金収益

1,076

資産見返運営費交付金戻

入66 （5,4%）

(9.4%)

(45.9%)

(41.6%)

臨時損失 0
(0.0%)

業務経費 560
（教育研修事業費）

当期総利益 16
(1.3%)

自己収入 25

（施設運営収入等）

(88.2%)

臨時利益 0
(0.0%)

固定資産

5,269

流動資産437

資本剰余金

713 

資本金 3,891

固定負債 672

流動負債 324

利益剰余金 106

(1.8％）

（5.6%）

（11.7%）

（68.1%）

（12.4%）

貸 借 対 照 表

資産の部 負債の部

純資産の部

5,706

損 益 計 算 書

収益費用

1,220

（7.6%）

(92.3%)

(2.0%)

1

引当金見返に係る収益48
(4.0%)

施設費収益 4
(0.3%)

雑損 22
(1.8%)



（単位：千円）

前期 当期 前期比較

(R.2.3.31) (R.3.3.31) 増 △ 減

 ○ 流動資産 437,024 437,286 263

現金及び預金 407,732 403,232 △4,500 期末未払金の減少に伴う減

29,292 34,054 4,762
消費税中間申告額の還付による未収入金の
増

 ○ 固定資産 5,141,497 5,268,865 127,368

有形固定資産 4,988,387 5,122,283 133,896

建物・構築物 1,917,514 2,071,848 154,333
建物改修工事(第二研修棟エレベーター設置
工事他)の完了による増

機械･装置・備品等 94,458 75,020 △19,438 減価償却による減

土　地 2,975,415 2,975,415 0

建設仮勘定 999 0 △999 除却による減

無形固定資産 59,436 38,578 △20,858 減価償却による減

投資その他の資産 93,675 108,004 14,330 退職給付引当金見返計上額の増加による増

5,578,521 5,706,151 127,631

（負債の部）

 ○ 流動負債 356,690 323,664 △33,026

運営費交付金債務 0 0 0

その他流動負債（未払金等） 356,690 323,664 △33,026 リース債務の返済による減

 ○ 固定負債 619,636 672,025 52,390

資産見返負債 545,304 582,391 37,087
対応する固定資産(運営費交付金で取得した
資産)の増

長期リース債務 962 2,042 1,081 過年度分の修正による増

退職給付引当金 73,370 87,592 14,222 退職給付引当金所要額の増

976,326 995,689 19,363

（純資産の部）

 ○　資本金（政府出資金） 3,891,142 3,891,142 0

 ○　資本剰余金 620,390 713,032 92,641

資本剰余金 3,417,554 3,606,297 188,744 施設費による建物等の取得による増

損益外減価償却累計額 △2,797,163 △2,893,266 △96,102 建物等の減価償却による減

 ○ 利益剰余金 90,663 106,289 15,626

40,879 90,663 49,784 R1年度決算に係る利益の処分による増

当期総利益(当期総損失） 49,784 15,626 △34,158

4,602,195 4,710,462 108,267

5,578,521 5,706,151 127,631

※ 　各項目毎の単位未満の端数については、四捨五入しているため、合計欄が一致しない場合があります。

積　立　金

純 資 産 合 計

負債・純 資 産 合 計

資 産 合 計

負 債 合 計

　

比  　較　  貸　  借　  対　  照　  表（対前年度比較）

（資産の部）

主な増減理由

　

　

その他流動資産
（前払費用,未収入金等）

 ２



（費用の部）                 （単位：千円）

前期 当期 前期比較

増 △ 減

 ○ 経常費用 1,460,026 1,204,150 △255,876

   一般管理費 172,099 115,173 △56,926
集合型研修の中止による光熱給水費、
委託費他の減

   業務経費（教育研修事業費） 842,393 560,078 △282,315
集合型研修の中止による旅費、会場借
料他の減

   人　件　費 445,278 507,304 62,026 非常勤職員人件費の増

   雑  損 256 21,596 21,339
建物改修工事による撤去費の発生によ
る増

 ○ 臨時損失 105,998 55 △105,943
R1年度の会計基準改定による影響額が
なくなったことによる減

 ○ 当期総利益（当期総損失） 49,784 15,626 △34,158

1,615,807 1,219,831 △395,976

（収益の部）

 ○  経常収益 1,510,660 1,219,776 △290,884

    運営費交付金収益 1,193,509 1,076,027 △117,482
運営費交付金の使途の差異(費用ではな
く資産取得に使用)による減

　　施設費収益 60,516 4,096 △56,419
施設費の使途の差異(費用ではなく資産
取得に使用)による減

    自己収入（施設運営収入等） 138,081 25,424 △112,656 宿泊料収入の減

    資産見返負債戻入 70,971 65,911 △5,060
運営費交付金取得資産の減価償却進行
に伴う減

    引当金見返に係る収益 47,584 48,317 733 退職給付引当金所要額の増

 ○ 臨時利益 105,147 55 △105,092
R1年度の会計基準改定による影響額が
なくなったことによる減

1,615,807 1,219,831 △395,976

※ 　各項目毎の単位未満の端数については、四捨五入しているため、合計欄が一致しない場合があります。

比    較    損    益    計    算    書（対前年度比較）

主な増減理由
(H.31.4.1～
R.2.3.31)

費 用 合 計

収　益 合 計

(R.2.4.1～
R.3.3.31)

 ３



（単位：千円）

予　算　額 決　算　額 差引増△減額 備　　　　　　考

 （収　入）

(a) (b) (b)-(a)

 事業費収入 1,239,559 1,240,377 818

 運営費事業関係収入 1,239,559 1,240,377 818

 運営費交付金 1,214,954 1,214,954 -

 自己収入 24,605 25,423 818 科研費間接経費収入を計上したことによる増

 施設整備費 192,732 192,732 0

1,432,291 1,433,109 818

 （支　出）

(a) (b) (a)-(b)

 事業費 1,239,559 1,221,788 17,771

 運営費事業 1,239,559 1,221,788 17,771

一般管理費 153,815 151,710 2,106
集合型研修の中止による光熱給水費、委託
費他の減

 人件費 332,441 328,571 3,870 超過勤務手当が見込額より減(事業部)

 施設整備費 192,732 192,732 0

1,432,291 1,414,520 17,771

（注）　各項目と合計欄の金額は、四捨五入の 関係で一致しないことがある。

11,795
集合型研修の中止による旅費、会場借料他
の減

合　　　　計

令 和 ２ 年 度 決 算 の 概 況（予算額との比較）

区　　　　　分

合　　　　計

 業務経費 753,303 741,508

 ４


